
科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会 

核融合科学技術委員会(第 21 回)・原型炉開発総合戦略タスクフォース(第 20 回)  

議 事 次 第 

 

 

１．日時：令和２年６月２９日（月） １３：００～１５：００ 

 

 

２．開催方法：オンライン開催 

 

 

３．議題： 

（１）核融合科学技術委員会（第 20 回）書面審議結果について 

（２）第 26回 ITER 理事会の開催結果及び BA フェーズⅡの開始について 

（３）原型炉に向けた技術基盤構築の進捗状況について 

（レーザー方式の進捗状況に係るヒアリング） 

 （４）原型炉設計合同特別チームの活動について 

（５）原型炉研究開発体制の強化のための大学等の連携強化について 

 

４．配布資料： 

資料１－１ 科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会核融合科学技術委員会運営

規則 

資料１－２ 研究開発プログラム評価票 

資料２－１ 第 26 回 ITER 理事会の結果について 

資料２－２ 幅広いアプローチ（BA）活動フェーズⅡの開始について 

資料３   レーザー方式の進捗状況 

資料４   原型炉設計合同特別チームの令和元年度活動報告・令和２年度活動計画 

資料５   原型炉研究開発体制の強化のための大学等の連携強化について 

参考資料１ 第１０期核融合科学技術委員会、原型炉開発総合戦略タスクフォース委

員名簿 

参考資料２ 科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会核融合科学技術委員会運営

規則第３条第２項に基づき主査が定める指針 
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科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会 

核融合科学技術委員会運営規則 

 

 

令和元年５月１５日 

科学技術・学術審議会 

研究計画・評価分科会 

核融合科学技術委員会 

令和２年６月１０日一部改正 

 

（趣旨） 

第１条 科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会核融合科学技術委員会（以

下「委員会」という。）の議事の手続その他の委員会の運営に関し必要な事項

は、科学技術・学術審議会令（平成 12年 6月 7日政令第 279 号）、科学技術・

学術審議会運営規則（平成 31 年 3 月 13 日科学技術・学術審議会一部改正）

及び科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会運営規則（平成 31年 4月 17

日科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会一部改正）に定めるもののほ

か、この規則の定めるところによる。 

 

（タスクフォース） 

第２条 委員会は、その定めるところにより、特定の事項を機動的に調査する

ため、タスクフォースを置くことができる。 

２ タスクフォースに属すべき委員、臨時委員及び専門委員（以下「委員等」

という。）は、委員会の主査が指名する。 

３ タスクフォースにタスクフォースの主査を置き、当該タスクフォースに属

する委員等のうちから委員会の主査の指名する者が、これに当たる。 

４ タスクフォースの主査は、当該タスクフォースの事務を掌理する。 

５ タスクフォースの会議は、タスクフォースの主査が招集する。 

６ タスクフォースの主査は、タスクフォースの会議の議長となり、議事を整

理する。 

７ タスクフォースの主査に事故があるときは、当該タスクフォースに属する

委員等のうちからタスクフォースの主査があらかじめ指名する者が、その職

務を代理する。 

８ タスクフォースの主査は、タスクフォースにおける調査の経過及び結果を

委員会に報告するものとする。 

 

（議事） 

第３条 委員会及びタスクフォース（以下「委員会等」という。）は、当該委員
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会等に属する委員等の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

２ 委員会等の主査が必要と認めるときは、委員等は、委員会の主査が定める

指針に従い、情報通信機器等を利用して会議に出席することができる。 

３ 前項の規定により情報通信機器等を利用した出席は、第１項に規定する出

席に含めるものとする。 

 

（書面による審議） 

第４条 委員会等の主査は、やむを得ない理由により会議を開く余裕がない場

合においては、事案の概要を記載した書面を委員等に送付し、その意見を徴

し、又は賛否を問い、その結果をもって委員会等の決定とすることができる。 

２ 前項の規定により書面による調査検討を行った場合、委員会等の主査又は

主査の職務を代理する者が次の会議において報告をしなければならない。 

 

（会議の公開） 

第５条 委員会等の会議及び会議資料は、次に掲げる場合を除き、公開とする。 

 一 委員会等の主査の職務を代理する者の指名その他人事に係る案件 

 二 行政処分に係る案件 

 三 前二号に掲げるもののほか、個別利害に直結する事項に係る案件、又は

審議の円滑な実施に影響が生じるものとして、委員会等において非公開と

することが適当であると認める案件 

 

（議事録） 

第６条 委員会等の主査は、委員会等の会議の議事録を作成し、所属の委員等

に諮った上で、これを公表するものとする。 

２ 委員会等が、前条の各号に掲げる事項について調査審議を行った場合は、

委員会等の主査が所属の委員等に諮った上で当該部分の議事録を非公表とす

ることができる。 

 

（雑則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、委員会等の議事の手続その他委員会等

の運営に関し必要な事項は、委員会等の主査が当該委員会等に諮って定める。 
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研究開発プログラム評価票 

 

（令和 2年度） 

中目標（環境エネルギー科学技術分野）： 

核融合エネルギーは、燃料資源が地域的に偏在なく豊富であること、発電過程で温室効果ガスを発生しな

いこと、少量の燃料から大規模な発電が可能であること等の特性を持つ。また、安全性の面でも優れた特性

を有することから、エネルギー問題と環境問題を根本的に解決する、将来の基幹的エネルギー源として期待

されている。 

大目標の達成に向け、文部科学省は、国際約束に基づく ITER（国際熱核融合実験炉）計画・BA（幅広いア

プローチ）活動を推進しつつ、これらの進捗状況を踏まえ、トカマク方式を主案とする原型炉開発のための

技術基盤構築に向けた戦略的取組を推進する。並行して、トカマク以外の方式（ヘリカル方式、レーザー方

式）や、核融合理工学の研究開発を進めることにより、将来に向けた重要な技術である核融合エネルギーの

実現に向けた研究開発に取り組む。 

なお、これらの取組を推進するに当たっては、原型炉開発に向けたロードマップを策定し、量子科学技術

研究開発機構、核融合科学研究所、大学、産業界等を網羅する全日本の連携体制で臨む。 

また、現行 BA 活動終了後の日欧協力の在り方について検討を進めているところであり、その結果に応じ

て、必要があれば、本計画を見直すこととする。 

 

中目標の達成状況の測定指標

（平成 28年度～30年度） 

※政策評価の事前分析表から転記 

 

事業名 

（事業期間） 

※中目標の達成に必

要な事業（必要に応じ、

国立研究開発法人におい

て運営費交付金等により

実施されている事業も記

載） 

予算規模 評

価

年

度 

評

価

の

種

類 

科学技術

基本計画

等への貢

献状況 

※科学技術基

本計画やその

他政府の計画

等への貢献状

況 

備考 

 

※その他の気づき等 

 

①ITER 建設作業の進捗と計画

の着実な進展への貢献（ITER 

計画において我が国が分担す

る機器製作等を担う国内機関

である量子科学技術研究開発

機構が毎年度定める事業計画

中の課題の達成割合）93.4%（5

年平均) 

②先進プラズマ研究開発のプ

ラットフォームの構築（BA 活

動の実施機関である量子科学

技術研究開発機構が定める事

業計画のうち、先進プラズマ研

ITER 計画（建設段

階）等の推進(H18～

H47 以降) 

H28 年 

:228.0 億円

H29 年 

:189.9 億円

H30 年 

:188.8 億円 

H29 

中

間

評

価 
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究開発のプラットフォーム構

築に資する課題の達成割合）

91%(5 年平均) 

③原型炉の工学設計に向けた

見通しの獲得(定性的指標)※

１ 

④核融合エネルギー実現に向

けた社会の理解と支援の基盤

構築※２ 

トカマク方式に対する相補

的・代替的な役割の発揮※３ 

 
ヘリカル方式 

（超高性能プラズマ

の定常運転の実証） 

（大学共同利用機関

法人核融合科学研究

所） 

H28 年度: 

43 億円 

H29 年度： 

43 億円 

H30 年度： 

41 億円 

（大規模学

術フロンテ

ィア促進事

業） 

 

H28 

進

捗

評

価 

 

※学術分科会研

究環境基盤部会

学術研究の大型

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関す

る作業部会にお

いて評価 

レーザー方式 

（大阪大学レーザー

科学研究所） 

     

 

※１  

原型炉の工学設計に

向けた見通しの獲得

(定性的指標) 

H28 年度 原型炉用超伝導コイルの概念構築に向けた検討の進展などにより、原型炉の

工学設計に向けた見通しの獲得に貢献した。 

H29 年度 新たな原型炉研究開発の在り方を示すものとして、核融合科学技術委員会に

おいて「核融合原型炉研究開発の推進に向けて（平成 29 年 12 月 18 日）」

をとりまとめるとともに、原型炉設計合同特別チームにおいて、原型炉の炉

構造・遠隔保守の概念構築に向けた検討を深めるなど、原型炉の工学設計に

向けた見通しの獲得に貢献した。 

H30 年度 アクションプランに示された研究課題のうち、優先的に実施すべき課題を 

抽出するため「原型炉研究開発ロードマップについて（一次とりまとめ）」

（平成 30 年 7 月 24日）をとりまとめるとともに、原型炉設計特別チームに

おける検討の結果、原型炉の設計要件である数１０万キロワットの電気出力

を発生できる見通しを得るなど、原型炉の工学設計に向けた見通しの獲得に

貢献した。 
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※２ 

核融合エネルギー実

現に向けた社会の理

解と支援の基盤構築 

H28 年度 アウトリーチ・ヘッドクオーターの設置について核融合科学技術委員会で議

論を進めるなどにより、社会の理解と支援の基盤構築に貢献した。 

H29 年度 社会の理解と支援の基盤構築に貢献するべく、アウトリーチ活動など、社会

連携活動強化に向けた提言を「核融合原型炉研究開発の推進に向けて（平成

29 年 12 月 18 日核融合科学技術委員会）」の中で取りまとめた。さらに、

アウトリーチ・ヘッドクオーターの設置など戦略的なアウトリーチ活動の展

開方策を、「核融合エネルギー開発の推進に向けた人材の育成・確保につい

て（平成 30 年 3 月 28 日核融合科学技術委員会）」において取りまとめた。 

H30 年度 アウトリーチ・ヘッドクォーターを設置（平成 31年 2 月 26 日）し、今後の

社会連携活動強化に向けた議論を始め、社会の理解と支援の基盤構築に貢献

する端緒を掴んだ。 

※３ 

相補的・代替的な役

割の発揮状況 

H28 年度 重水素実験を開始した。（ヘリカル方式） 

流体不安定性を回避した新型核融合燃料ペレットを考案し、実験を開始した。

（レーザー方式） 

H29 年度 イオン温度１億 2,000 万度を達成した。（ヘリカル方式） 

超高磁場印加加熱、イオン加熱、衝撃波加熱などより効率的な加熱法を目指

した実験を実施した。（レーザー方式） 

H30 年度 核融合炉に外挿可能な超高性能プラズマを実現するとともに、水素同位体効

果の解明を進めた。（ヘリカル方式） 

核融合燃料高速点加熱の物理機構を解明した。また、数ｋJ のレーザーエネ

ルギーで核融合プラズマ 200億気圧を実証した。（レーザー方式） 
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研究開発プログラム

の評価に当たっての

気づき 

 

 

 

 

核融合研究開発については、国際約束に基づく ITER（国際熱核融合実験炉）計画・BA（幅

広いアプローチ）活動を推進しているとともに、研究開発の加速と課題達成を促すためには、

多角的なアプローチが必要であることより、ITERや BA で採用されているトカマク方式の着

実な進展を図るとともに、相補的・代替的なヘリカル方式・レーザー方式、更には革新的概

念の研究を並行して行うべきとして、核融合科学研究所および大学等での学術研究基盤を推

進し、研究成果を要素還元するなど、オールジャパンで取り組んでいる。更に核融合科学研

究所および大学等は、これからの核融合研究を担う多くの優秀な人材を育成すべく、国内外

との共同研究を通して、多様な研究の機会を提供するなどの役割を担っている。 

核融合研究開発は現在、実験炉の開発等を行う第三段階計画から原型炉の実現に向けた第

四段階への移行を見据えるべき時期に入っており、我が国の原型炉に向けた新たな政策を示

すため、核融合科学技術委員会において「核融合原型炉研究開発の推進に向けて」（平成 29

年 12 月 18日）を策定した。その中では、原型炉研究開発のビジョンを明確にし、原型炉建

設判断を行うにあたって達成すべき目標とその時期を示し、「チェックアンドレビュー」（以

下Ｃ＆Ｒ）を実施することとしている。Ｃ＆Ｒ項目は本プログラム評価の中期目標達成の測

定指標と実質的に同義であることより、Ｃ＆Ｒをプログラム評価と連動することとする。 

 

各測定指標とＣ＆Ｒ各項目との関係 

中目標の達成状況の測定指標等 Ｃ＆Ｒ項目 

①ITER 建設作業の進捗と計画の着

実な進展への貢献 

①ITER による自己加熱領域での燃焼制御の実証 

③ITER による統合化技術の確立 

②先進プラズマ研究開発のプラット

フォームの構築 

②原型炉を見据えた高ベータ定常プラズマ運転技

術の確立 

④原型炉に係わる材料開発 

③原型炉の工学設計に向けた見通し

の獲得 

⑤原型炉に係わる炉工学技術開発 

⑥原型炉設計 

④核融合エネルギー実現に向けた社

会の理解と支援の基盤構築 
⑦社会連携 

（参考） 

トカマク方式の着実な進展を図るとともに、相補的・代替的なヘリカル方式、レーザー方式、

革新的概念の研究を並行して行う。 

 

Ｃ＆Ｒおよび次段階への移行判断の実施時期 

 

 

 

2021 年頃 

 

2025 年以降数年内 

第三段階 

（科学的・技術的実現性） 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 回中間Ｃ＆Ｒ 

 

第 2 回中間Ｃ＆Ｒ 
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2035 年頃  原型炉移行判断  Ｃ＆Ｒ 

 
第四段階 

（技術的実証・経済的実現性） 

 

 

 

 

 

21 世紀中葉  実用化判断  

 
実用段階 

 

 

 

 



第26回ITER理事会の
結果について

文部科学省 研究開発局
研究開発戦略官（核融合・原子力国際協力担当） 付

資料２-1
第21回核融合科学技術委員会

第20回原型炉開発総合戦略タスクフォース
令和2年6月29日



日程： 令和2年6月17日（水）～18日（木）

※新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、初めてテレビ会議により開催。

議長： ルオ 中国科学技術部核融合エネルギー計画執行センター長

出席者：

（日本）山脇 文部科学審議官、鎌田 QST那珂研副所長 ほか

（欧州）ガリバ 欧州委員会エネルギー総局副総局長代行 ほか

（米国）ビンクリー エネルギー省科学局次長 ほか

（ロシア）ボロフコフ 連邦政府官房副補佐官 ほか

（中国）ホワン 科学技術部副部長 ほか

（韓国）イ 科学技術情報通信部宇宙・原子力・巨大科学政策局長 ほか

（インド）グローバー 原子力委員会委員 ほか

（ITER機構）ビゴ機構長、多田副機構長 ほか

議題：

（１）開会挨拶（議長、各極首席代表、機構長）

（２）ITER計画進捗報告

（３）ITER建設活動のマネジメント

（４）その他

1
（令和元年11月）

（令和2年3月）

議題等



2

２．ITER機構の運営評価について

 第三者による運営評価がITER機構の運営に対し肯定的な結果であることを確認。

（１）超伝導トロイダル磁場(TF)コイルの製作・サイトへの納入完了

①日本：初号機を1月に完成し、4月にサイトへ納入。２号機

についても現在サイトへ納入中。

②欧州：初号機を2月に完成し、4月にサイトへ納入。

（２）真空容器の製作完了

●韓国が初号機を４月に完成し、７月にサイトへ納入予定。

（３）組立建屋とトカマク建屋を結ぶクレーンの完成

●欧州が組立建屋とトカマク建屋を結ぶクレーンを3月に完成し、

ITERの組立・据付に向けた準備が完了。

 他方、コロナの感染は引き続き継続しており、ITER機構がプロジェクトに与える
影響を分析した後、次回11月の理事会で議論される予定。

１．ITER計画の進捗について

 2025年初プラズマまで約70%建設が進捗。
 コロナ禍下においても、以下主要なマイルストンが達成されたことを確認。

クレーン

トカマク設置場所

※ビゴITER機構長、森核融合議連会長、
渡海元文科大臣、青山文科政務官ほか列席

結果概要



・ITER建設サイトでは、トカマク設置場所（トカマクピット）や周辺施設（計測建屋、トリチウム建屋等）の建設、電源
設備・冷却設備の搬入及び設置等の建設活動が進捗（2020年4月末時点、2025年運転開始（初プラズマ）ま
で、69.3％完了（2019年4月は62.5%））。

・日本調達機器の製作については、2020年1月に超伝導トロイダル磁場（TF）コイルの初号機を完成させるなど、着実
に進展。

組立建屋（2020年3月） トカマク建屋（2020年3月）

高周波加熱装置: 
日本分担の８機中４機の加熱
装置（ジャイロトロン）の製作を
完了（2019年8月）

中性粒子ビーム入射装置: 
イタリアの試験施設において日
本製の100万ボルト高電圧電
源の耐電圧試験を完了
（2019年11月）

© ITER Organization © ITER Organization

© ITER Organization© ITER Organization

（2016年10月）

© 三菱重工

3

※ビゴ機構長、多田副機構長、３ドメイン長ほか出席

日本の機器製作

超伝導トロイダル磁場（TF）コイル: 
ITERサイト納入ミニ式典（2020年4月）

ITERサイト・日本機器製作の現状

（2020年3月）

© ITER Organization



幅広いアプローチ（BA）活動
フェーズⅡの開始について

文部科学省 研究開発局
研究開発戦略官（核融合・原子力国際協力担当） 付

資料2-2
第21回核融合科学技術委員会

第20回原型炉開発総合戦略タスクフォース
令和2年6月29日



幅広いアプローチ（ＢＡ）活動とは

ＩＴＥＲ計画を補完・支援するとともに、核融合原型炉に必要な
技術基盤を確立するための先進的研究開発を実施する、国会承認
条約に基づく日欧の国際科学技術協力プロジェクト

実施極 ： 日、欧
協定 ： 2007年6月1日発効
（日欧いずれかが終了を提起しない限り自動延長）

実施地 ： 青森県六ヶ所村、茨城県那珂市
事業期間：2020年3月 フェーズⅠ完了（JT-60SA組立等）

2020年4月 フェーズⅡ開始

各拠点における具体的取組内容

幅広いアプローチ（ＢＡ）活動等の位置付け

核融合原型炉
・発電実証
・経済性見通し

（科学的・技術的実現性） （技術的実証･経済的実現性）

実用化
段階

ITER計画（実験炉）
・燃焼プラズマの達成
・長時間燃焼の実現 等

BA活動等
・ITER運転シナリオの検討
・核融合原型炉に向けた技術基盤の
構築 等

核融合エネルギー
実現までのロードマップ

(１)先進超伝導トカマク装置JT-60SAの建設と利用 【茨城】

JT-60SA

（２）核融合中性子源用原型加速器の建設と実証 【青森】

全長36m

IFMIF原型加速器

（３）国際核融合エネルギー研究センター事業等 【青森】

新スパコン「六ちゃん－Ⅱ」

幅広いアプローチ（BA）活動等について

○ 以下の研究開発を実現するため、
臨界プラズマ試験装置JT-60を超
伝導化し、先進超伝導トカマク装置
JT-60SAを建設。

➢ITERではできない高圧力実験を実施し、
核融合原型炉に求められる安全性・信
頼性・経済性のデータを獲得。

➢ITERに先立ち様々な予備的データを取
得し、ITERの運転開始や技術目標達
成を支援。

○ 令和２年３月に世界最高水準の先
進超伝導トカマク装置JT-60SAの本
体が組立完了。令和２年度は、初プラ
ズマ達成に向けた統合コミッショニング等
を実施。

組立が完了したJT-60SA

○ 核融合原型炉に必要な高強度材料の開発を
行う施設の設計・建設に係る知見を獲得する
ため、主要機器となる高性能原型加速器の製
作プロセス開発や性能実証を実施。

○ 令和元年度は、世界最長の高周波四重極線形加速器(RFQ)を用いて、世
界最高強度の5MeV、125mAの重陽子ビーム加速に成功。令和２年度は、
RFQを用いて5MeV・長パルスビーム試運転を実施。

○ 核融合原型炉に向けた総合的取組として、
以下の研究開発を実施。
➢核融合原型炉の概念設計や技術検討
➢シミュレーション研究
➢ITER等の遠隔実験解析 等

○令和元年度は、原型炉基本設計の完了やベリリウムの
革新的精製技術の開発など着実に成果を創出。令和

２年度は、原型炉設計・研究開発等を進展。 1

令和２年度予算額 ：4,854百万円
（令和元年度補正予算額 ：2,384百万円）
令和元年度予算額 ：7,292百万円

1,779百万円（4,231百万円）
【令和元年度補正予算額：2,384百万円】

622百万円（536百万円）

2,452百万円（2,525百万円）



 令和元年７月２５日

科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 核融合科学技術委員会（第18回）

■「幅広いアプローチ（BA）活動（フェーズ2）」の事前評価 とりまとめ

 令和元年８月２３日

科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会（第69回）

■ 「幅広いアプローチ（BA）活動（フェーズ2）」の事前評価結果報告

※日欧担当者間で協議、令和２年度概算要求等

 令和２年３月２日

現行のBA協定に基づく日欧共同宣言（ブリュッセル共同宣言）を補完する共同宣言に
日欧政府代表が署名

2

BAフェーズⅡの開始までの検討状況



 日欧政府間のBA活動継続に対する強い意欲や
BA運営委員会での議論を踏まえ、事業内容・予算
見積り等について協議。

 上記協議を踏まえ、合意した内容につき、現行の
BA協定に基づく日欧共同宣言を補完する共同宣
言として、本年３月２日に日欧代表により署名。

＜共同宣言のポイント＞

 事業期間中の日欧BA貢献割合は１：１とする。
 両極は、毎年50kBAUA（約48億円）を上限とする貢献を行う。
 日本はホスト分として、上記貢献分の３分の２以上を負担する。
 活動は両極の法規制及び予算の範囲内で行う。

※ 日欧協議の結果、当面5年間は、日本側は平均で年間74億円程度（事業貢献分46.5kBAUA、ホスト分31kBAUA）、
欧州側は年間約3,825万ユーロ（46.5kBAUA）の負担を想定。

3

BAフェーズⅡの開始に向けた欧州との共同宣言

署名式（2020年3月2日、ブリュッセル）
左：児玉特命全権大使
右：シムソン欧州委員（エネルギー担当）
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BAフェーズⅡの主要な目標

BAフェーズⅡの主要な目標

全般的考え方
フェーズⅠで整備した研究環境を活用するとともに、装置の性能等を所期の目標
に向けて高め、 ITER計画を補完・支援する研究成果を創出

国際核融合材料照射施設
の工学実証・工学設計
（IFMIF/EVEDA）

事業

• 原型加速器を完成し、信頼性等の実証のために連続運転ができるよう高度化
を図るほか、リチウムループにおける不純物除去システムの開発を実施

• 将来の中性子源に向けて必要な概念設計及び
工学設計を実施

国際核融合エネルギー
研究センター(IFERC）

事業

• 予備的な原型炉設計活動と研究開発活動を完了
• ITER実験、原型炉設計のためのシミュレーションコー

ド群の開発を着実に進展
• ITER遠隔実験に向けた環境を整備

サテライト・トカマク
計画（STP）事業

• 「ITER支援」としてITERファーストプラズマ時の
コミッショニングや、プラズマ制御性向上に貢献

• 原型炉研究開発ロードマップの履行や原型炉移行判断
に必要な実証実施を推進

国際核融合ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ（IFERC）事業

IFMIF/EVEDA原型加速器

先進超伝導トカマク装置JT-60SA

フ
ェ
ー
ズ
の
進
行



JT-60SA本体

平成26年1月平成24年10月

 ITERの建設完了まで世界最大の超伝導トカマク型実験装置となるJT-60SAの組立が
2020年3月に完了。本年中の初プラズマを含む統合試験運転の開始に向け、各機器
の健全性を確認中。

 今後、日欧連携でJT-60SAにおける実験を行い、核融合原型炉建設に求められる安
全性・経済性等のデータの取得や、ITERに先立ち取得する様々な予備的データを通じ
たITERの運転開始や技術目標達成への支援などの取組を進める。また、昨年11月に
署名した協力取決めに基づき、ITER機構との科学技術協力を進める。

5

JT-60SAの組立完了

完成したJT-60SATFコイルの組立中JT-60SA鳥瞰図JT-60SA鳥瞰図
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第１０期核融合科学技術委員会 委員名簿 

（任期：平成31年 4月 26日～令和 3年 2月 14日） 

 

 

主 査 

   小川  雄一   東京大学名誉教授 

 

委 員 

渥美  法雄   電気事業連合会原子力部長 

五十嵐 道子   科学ジャーナリスト 

植竹  明人   一般社団法人日本原子力産業協会常務理事 

上田  良夫   大阪大学大学院工学研究科教授 

大野  哲靖   名古屋大学大学院工学研究科教授 

岡野  邦彦   株式会社ＯＤＡＣ取締役 

尾崎  弘之    神戸大学大学院科学技術イノベーション研究科教授 

岸本  泰明   京都大学エネルギー理工学研究所長 

栗原  研一   国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 

核融合エネルギー部門長 

小磯  晴代   高エネルギー加速器研究機構名誉教授 

兒玉  了祐   大阪大学レーザー科学研究所長 

高梨 千賀子   東洋大学経営学部経営学科教授 

髙本  学    一般社団法人日本電機工業会専務理事 

竹入  康彦   自然科学研究機構核融合科学研究所長 

松尾 亜紀子   慶應義塾大学理工学部機械工学科教授 

   

 

  

参考資料１ 
第 21回核融合科学技術委員会 

第 20回原型炉開発総合戦略タスクフォース 
令和 2年 6月 29日（月） 



第１０期原型炉開発総合戦略タスクフォース 委員名簿 

（任期：令和元年５月２８日～令和３年２月１４日） 

 

 

主 査 

岡野  邦彦  株式会社ＯＤＡＣ取締役 

 

委 員 

伊神  弘恵 自然科学研究機構核融合科学研究所准教授 

今澤  良太 量子科学技術研究開発機構核融合エネルギー部門 

 ＩＴＥＲプロジェクト部計測開発グループ主任研究員 

奥本  素子 北海道大学高等教育推進機構 

オープンエデュケーションセンター准教授 

笠田  竜太  東北大学金属材料研究所教授 

木戸  修一 株式会社日立製作所 

ライフ事業統括本部デジタルフロント事業本部 

スマートセラピー統括本部核融合・加速器部長 

坂本  隆一 自然科学研究機構核融合科学研究所教授 

中島  徳嘉 自然科学研究機構核融合科学研究所教授 

蓮沼  俊勝 三菱重工業株式会社 

エネルギー・環境ドメイン原子力事業部プロジェクト部 核

融合推進グループＰＪ企画チームリーダー 

東島  智 量子科学技術研究開発機構核融合エネルギー部門 

研究企画部長 

福家  賢 東芝エネルギーシステムズ株式会社 

パワーシステム企画部参事 

藤岡  慎介 大阪大学レーザー科学研究所教授 

吉橋  幸子  名古屋大学工学系研究科総合エネルギー工学准教授 

 



令 和 ２ 年 ６ 月 １ ０ 日 

科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 

核融合科学技術委員会主査決定 

 

科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会核融合科学技術委員会運営規則 

（令和元年 6月 21 日科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会核融合科学技術委 

員会決定、令和 2年 6月 10 日一部改正）第３条第２項に基づき主査が定める指針 

 

科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会核融合科学技術委員会運営規則（令和元

年 5 月 15 日科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会核融合科学技術委員会決定、

令和 2年 6月 10 日一部改正。以下「運営規則」という。）第３条第２項に基づき主査が

定める指針を次のように定める。 

一 情報通信技術等を利用して会議に出席するときは、遠隔会議システム（映像と音声

の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシステムを

いう。以下同じ。）を利用しなければならない。 

二 遠隔会議システムの利用において、映像及び音声がいずれも送受信できなくなった

場合にあっては、当該遠隔会議システムを利用する委員等は、音声が送受信できなくな

っていた間、退席したものとみなす。 

三 遠隔会議システムによる出席は、可能な限り静寂な個室その他これに類する施設で

行わなければならない。なお、運営規則第５条に定めるところにより会議が非公開で行

われる場合は、委員等以外の者に視聴させてはならない。 

参考資料２ 
第 21 回核融合科学技術委員会 

第 20 回原型炉開発総合戦略タスクフォース 
令和 2年 6月 29 日（月） 
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